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○基幹統計調査の承認 

 

基幹統計調査の名称 実 施 者 主 な 承 認 事 項 承認年月日

該 当 な し    

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が承認した基幹統計調査の計画について、

主な内容を掲載したものである。 



○一般統計調査の承認

承認年月日 統計調査の名称 実施者

H22.11.5 年金制度基礎調査 厚 生 労 働 大 臣

H22.11.5 障害福祉サービス等従事者処遇状況等調査 厚 生 労 働 大 臣

H22.11.9 食品流通段階別価格形成調査 農 林 水 産 大 臣

H22.11.9 通信利用動向調査 総 務 大 臣

H22.11.9 雇用均等基本調査 厚 生 労 働 大 臣

H22.11.10 観光産業構造基本調査（仮称）試験調査 国 土 交 通 大 臣

H22.11.12 幹線旅客流動実態調査 国 土 交 通 大 臣

H22.11.16 経営環境実態調査 経 済 産 業 大 臣

H22.11.16 花き産業振興総合調査 農 林 水 産 大 臣

H22.11.24 環境経済観測調査 環 境 大 臣

H22.11.24 集落営農実態調査 農 林 水 産 大 臣

H22.11.29 農産物地産地消等実態調査 農 林 水 産 大 臣

H22.11.29 新規就農者調査 農 林 水 産 大 臣

 注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が承認した一般統計調査について掲載したものである。
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○一般統計調査の中止通知

通知年月日 統計調査の名称 実施者

H22.11.24 集落営農活動実態調査 農 林 水 産 大 臣

 注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に通知された一般統計調査の中止について掲載したもの
   である。
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（１）　新　規

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H22.11.1 外国人登録者数調査 愛 知 県 知 事

H22.11.10 高等技術専門校再構築に係る基礎調査における離職者調査 千 葉 県 知 事

H22.11.11 平成22年度職業能力開発基礎調査 香 川 県 知 事

H22.11.16 年末一時金要求・妥結状況調査 宮 崎 県 知 事

H22.11.26 岐阜県内スキー場に関する一般の行動実態及び意識調査 岐 阜 県 知 事

H22.11.29 県内留学生就職活動実態調査 愛 知 県 知 事

H22.11.30 食育等に関するアンケート調査 奈 良 県 知 事

（２）　変　更

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H22.11.15 熊本県労働条件等実態調査 熊 本 県 知 事

 ○届出統計調査の受理

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に届け出られた統計調査の受理（変更）について掲載したものである。

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に届け出られた統計調査の受理（新規）について掲載したものである。
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○基幹統計調査の承認 

【該当なし】 
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○一般統計調査の承認 

【調査名】 年金制度基礎調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年１１月５日 

【実施機関】 厚生労働省年金局数理課 

【目 的】 年金が受給者の生活の中でどのような役割を果たしているかをとらえ、年金

制度運営のための基礎資料を得る。 

【沿 革】 本調査は、昭和４８年から、国民年金及び厚生年金保険における各種年金制

度のうち、毎回、対象にする年金制度を変更しながら不定期に行ってきたもので

ある。 

平成６年以降は、基本的に毎年度実施されているが、国民年金法（昭和３４年

法律第１４１号）及び厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく財

政検証（５年ごとに行う年金財政の現況や見通しの検証）の作業を行う年におい

ては、検証作業に相当の事務負担が生じ、調査を行う余裕がないため、実施され

ていない。 

また、平成１７年調査以降においては、国民年金及び厚生年金を区分せず、遺

族年金受給者実態調査、障害年金受給者実態調査及び老齢年金受給者実態調査の

３調査のいずれかを実施する形に変更されている。 

【調査の構成】 １－遺族年金受給者実態調査票 ２－障害年金受給者実態調査票 ３－

老齢年金受給者実態調査票 

【公 表】 インターネット（調査実施年翌年の９月） 

【備 考】 今回の変更は、遺族年金受給者実態調査の実施に係る調査対象の拡充（国民

年金と厚生年金の一括調査）及び調査事項の一部変更。 

※ 

【調査票名】 １－遺族年金受給者実態調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）遺族基礎年金受給者、新法厚生年

金保険の遺族厚生年金受給者、旧法厚生年金保険の遺族年金受給者及び寡婦

年金受給者 （抽出枠）日本年金機構が有する受給者名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２２，０５０／４，４２０，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２２年１２月１日

現在 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２２年１１月下旬～１２月２８日 

【調査事項】 （本人の状況）１．性別、２．年齢、３．就業状況、４．労働による収入

の状況、５．遺族年金受給前後の就業状況、６．住居の状況、 

（世帯の状況）１．世帯人員数、世帯構成員、２．就業状況、３．収入の

状況、４．生活保護の状況、５．収入の内訳、６．支出の状況、内訳 

※ 
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【調査票名】 ２－障害年金受給者実態調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）障害年金受給者 （抽出枠）障害

厚生年金受給者及び障害基礎年金受給者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２３，０６２／１，８００，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１２月１日

現在 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２１年１１月下旬～１２月２８日 

【調査事項】 （本人の状況）１．性別、２．年齢（生年月日）、３．障害者手帳の有無、

４．特別障害者手当の受給状況、５．日常生活の介助の状況、６．介護認定

の状況、７．日常生活の形態、８．治療・療養・介助の費用、９．就業状況、

１０．本人の収入の状況、 

（世帯の状況）１．世帯人員、２．世帯人員・子の状況、３．世帯の生活

費、４．生活保護の状況、５．主な収入の種類、６．世帯の就業状況、７．

世帯の収入の状況 

※ 

【調査票名】 ３－老齢年金受給者実態調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）平成１９年１１月１日現在の老齢

年金の受給者 （抽出枠）年金受給権者ファイル 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２３，０００／３０，０００，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成１９年１１月１日

現在 （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成１９年１１月１日～１１月３０日 

【調査事項】 １．本人の性別・生年月日、２．世帯構成、３．本人及び配偶者の就業状

況（現在・年金受給前）、４．本人及び配偶者の収入・支出・貯蓄、５．公

的年金の役割に対する認識  
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【調査名】 障害福祉サービス等従事者処遇状況等調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年１１月５日 

【実施機関】 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

【目 的】 平成２１年４月の障害福祉サービス報酬改定において、障害福祉サービス等

従事者の処遇改善を図るためにプラス５．１％の報酬改定を実施したところであ

る。 

また、平成２１年４月の政府の「経済危機対策」において「障害者の自立支援

対策の推進」が掲げられ、「福祉・介護人材の処遇改善やスキルアップの取組を

行う事業者に対し、３年間助成」が具体的な施策として盛り込まれたことを踏ま

え、障害者自立支援対策臨時特例交付金による特別対策事業において「福祉・介

護人材の処遇改善事業」を平成２１年１０月から実施しているところである。 

これらの施策の実施が、障害福祉サービス事業所等に与える影響について調

査・分析を行うことにより、報酬改定等の趣旨が障害福祉サービス等従事者の処

遇改善に的確に反映されているかどうか検証するための基礎資料を得る。 

【沿 革】 本調査は、平成２１年度及び２２年度のみ実施された調査である。 

【調査の構成】 １－障害福祉サービス等従事者処遇状況等調査 調査票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概況：平成２３年２月、報告書：平成２３年３

月） 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更。 

※ 

【調査票名】 １－障害福祉サービス等従事者処遇状況等調査 調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設及び事業所 （属性）以下の施設・

事業所を運営する法人  

１．新体系の障害福祉サービス等を提供する事業所 ア．介護給付（居宅

介護、重度訪問介護、行動援護、療養介護、生活介護、児童デイサービス、

短期入所、重度障害者等包括支援、共同生活介護、施設入所支援）、イ．訓

練等給付（自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、共同生活援助）、ウ．

相談支援、 

２．旧体系の障害福祉サービス等を提供する施設（特定旧法指定施設）（身

体障害者療護施設、身体障害者更生施設、身体障害者入所授産施設、身体障

害者通所授産施設、知的障害者入所更生施設、知的障害者入所授産施設、知

的障害者通所更生施設、知的障害者通所授産施設、知的障害者通勤寮）、 

３．障害児施設等（肢体不自由児施設、肢体不自由児療護施設、肢体不自

由児通園施設、盲児施設、ろうあ児施設、難聴幼児通園施設、重症心身障害

児施設、知的障害児施設、第一種自閉症児施設、第二種自閉症児施設、知的

障害児通園施設、重症心身障害児（者）通園事業） 
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（抽出枠）平成２２年４月１日現在の障害福祉サービス事業所等を都道府

県に照会し作成した名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０，１７７／２０，５８５ （配布）

郵送 （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２０年度

～２２年度 （系統）厚生労働省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）平成２１年度及び２２年度 （実施期日）平成２２年１１月上

旬～１２月１日 

【調査事項】 １．障害福祉サービス等の提供状況、２．平成２１年４月の報酬改定等を

受けた対応状況、３．収支の状況、４．新体系移行の状況、５．福祉・介護

人材の処遇改善事業助成金の状況、６．従事者の状況、７．直接処遇職員の

状況  
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【調査名】 食品流通段階別価格形成調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年１１月９日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課消費統計室 

【目 的】 青果物に係る調査：市場流通が主体を占める青果物について、産地から消費

地までの市場を経由する各流通段階別の流通経費の実態を把握するとともに、そ

の結果を用いて価格形成を試算することにより、食料の安定供給の確保に関する

施策を推進するための資料を整備することを目的に実施する。 

水産物に係る調査：市場流通が主体を占める水産物について、産地から消費地

までの市場を経由する各流通段階別の流通経費の実態を把握するとともに、その

結果を用いて価格形成を試算することにより、水産物の安定供給を図るための加

工・流通・消費施策を推進するための資料を整備することを目的に実施する。 

【沿 革】 本調査は、青果物流通段階別価格形成追跡調査（昭和３９年から毎年実施の

旧承認統計調査）と水産物流通段階別価格形成追跡調査（昭和５１年から３年周

期で実施の旧承認統計調査）とを平成９年度に統合し、以降、毎年実施されてい

る調査であり、平成９年度から１４年度までは、「食品流通段階別価格形成追跡

調査」の名称であったが、１５年度に現在の名称に変更された。 

また、平成２０年度調査から、水産物調査の調査周期が３年から毎年に変更さ

れた。 

【調査の構成】 １－青果物集出荷段階経費調査票 ２－青果物仲卸段階経費調査票 ３

－青果物小売段階経費調査票 ４－水産物産地卸売段階経費調査票 ５－

水産物産地出荷段階経費調査票 ６－水産物仲卸段階経費調査票 ７－水

産物小売段階経費調査票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概要：調査実施年の翌年の４月下旬、詳細：調

査実施年の翌々年の２月下旬） 

【備 考】 今回の変更は、調査の実施期間を約４か月延長。 

※ 

【調査票名】 １－青果物集出荷段階経費調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）中央卸売市場へ青果物を出荷し

ている集出荷団体 （抽出枠）中央卸売市場に属する集出荷団体の名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３２０／３，０１０ （配布）郵送・調査

員 （取集）郵送・調査員 （記入）自計 （把握時）調査実施年度の前年

度の１年間（４月１日～３月３１日） （系統）農林水産省－地方農政事務

所（局）－統計・情報センター－（調査員）－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１１月上旬～翌年２月下旬 

【調査事項】 １．生産者の労働による入荷荷姿別青果物卸売市場向け出荷量等、２．代

金決済勘定、３．出荷量、４．集出荷及び販売経費、５．事業管理費、６．
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販売金額 

※ 

【調査票名】 ２－青果物仲卸段階経費調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）中央卸売市場において青果物を

取り扱う仲卸業者 （抽出枠）中央卸売市場に属する仲卸組合の名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０３／１，８４６ （配布）郵送・調

査員 （取集）郵送・調査員 （記入）自計 （把握時）仕入金額、販売金

額及び完納奨励金、販売費及び一般管理費：調査実施年度の前年度の１年間

（４月１日～３月３１日）、品目別の仕入金額、販売金額等：調査実施年度

の１１月（１か月間） （系統）農林水産省－地方農政事務所（局）－統計・

情報センター－（調査員）－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１１月上旬～翌年２月下旬 

【調査事項】 １．仕入金額、販売金額及び完納奨励金、２．販売費及び一般管理費、３．

品目別の仕入金額、販売金額等 

※ 

【調査票名】 ３－青果物小売段階経費調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）中央卸売市場に所属する仲卸業

者から青果物を仕入れている小売業者 （抽出枠）中央卸売市場に属する小

売商組合の名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０３／５８，４３６ （配布）郵送・

調査員 （取集）郵送・調査員 （記入）自計 （把握時）仕入金額、販売

金額及び完納奨励金、販売費及び一般管理費：調査実施年度の前年度の１年

間（４月１日～３月３１日）、品目別の仕入金額、販売金額等：調査実施年

度の１１月（１か月間） （系統）農林水産省－地方農政事務所（局）－統

計・情報センター－（調査員）－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１１月上旬～翌年２月下旬 

【調査事項】 １．仕入金額、販売金額及び完納奨励金、２．販売費及び一般管理費、３．

品目別の仕入金額、販売金額等 

※ 

【調査票名】 ４－水産物産地卸売段階経費調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）産地卸売市場において水産物を

取り扱う産地卸売業者 （抽出枠）中央卸売市場に属する水産物を取り扱う

産地卸売業者の名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１００／９６４ （配布）郵送・調査員 （取

集）郵送・調査員 （記入）自計 （把握時）調査実施年度の前年度の１年

間（４月１日～３月３１日） （系統）農林水産省－地方農政事務所（局）
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－統計・情報センター－（調査員）－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月上旬～翌年２月下旬 

【調査事項】 １．販売事業収益、２．販売費、３．事業管理費、４．廃棄処分費、５．

完納奨励金及び出荷奨励金、６．産地卸売市場の取扱数量及び取扱金額 

※ 

【調査票名】 ５－水産物産地出荷段階経費調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）産地卸売市場に所属する産地出

荷業者 （抽出枠）中央卸売市場に属する産地出荷業者の名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１００／３８，６１２ （配布）郵送・調

査員 （取集）郵送・調査員 （記入）自計 （把握時）調査実施年度の前

年度の１年間（４月１日～３月３１日） （系統）農林水産省－地方農政事

務所（局）－統計・情報センター－（調査員）－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月上旬～翌年２月下旬 

【調査事項】 １．仕入金額、販売金額及び奨励金、２．販売費及び一般管理費、３．品

目別の仕入金額、販売金額等 

※ 

【調査票名】 ６－水産物仲卸段階経費調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）中央卸売市場において水産物を

取り扱う仲卸業者 （抽出枠）中央卸売市場に属する仲卸組合の名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０２／２，７３５ （配布）郵送・調

査員 （取集）郵送・調査員 （記入）自計 （把握時）仕入金額、販売金

額及び完納奨励金、販売費及び一般管理費：調査実施年度の前年度の１年間

（４月１日～３月３１日）、品目別の仕入金額、販売金額等：調査実施年度

の１０月（１か月間） （系統）農林水産省－地方農政事務所（局）－統計・

情報センター－（調査員）－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月上旬～翌年２月下旬 

【調査事項】 １．仕入金額、販売金額及び完納奨励金、２．販売費及び一般管理費、３．

品目別の仕入金額、販売金額等 

※ 

【調査票名】 ７－水産物小売段階経費調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）中央卸売市場に所属する仲卸業

者から水産物を仕入れている小売業者 （抽出枠）中央卸売市場に属する小

売商組合の名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０２／５４，１９９ （配布）郵送・

調査員 （取集）郵送・調査員 （記入）自計 （把握時）仕入金額、販売

金額及び完納奨励金、販売費及び一般管理費：調査実施年度の前年度の１年
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間（４月１日～３月３１日）、品目別の仕入金額：調査実施年度の１０月（１

か月間） （系統）農林水産省－地方農政事務所（局）－統計・情報センタ

ー－（調査員）－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月上旬～翌年２月下旬 

【調査事項】 １．仕入金額、販売金額及び完納奨励金、２．販売費及び一般管理費、３．

品目別の仕入金額  
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【調査名】 通信利用動向調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年１１月９日 

【実施機関】 総務省情報通信国際戦略局情報通信政策課 

【目 的】 利用者の視点における情報通信の利用動向を把握し、情報通信行政の施策の

策定及び評価のための基礎資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、平成２年に開始され、平成９年調査からは、平成５年に開始され

た通信ネットワーク調査を統合して実施している。 

【調査の構成】 １－通信利用動向調査調査票（企業用） ２－通信利用動向調査調査票

（世帯用） 

【公 表】 インターネット及び印刷物（毎年５月末） 

【備 考】 今回の変更は、通信利用動向調査調査票（世帯用）に係る報告者数の増加及

びすべての調査票に係る調査事項の一部変更。 

※ 

【調査票名】 １－通信利用動向調査調査票（企業用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類大分類に掲げる

「農業，林業」、「漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」及び「公務」を除く

産業に属する常用雇用者規模１００人以上の企業 （抽出枠）平成１８年事

業所・企業統計調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，１９０／４２，４２２ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）１２月３１日又は４月１日～

翌年３月３１日又は調査時点に最も近い決算日までの１年間 （系統）総務

省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）配布：毎年１月上旬、回収：毎年１月下旬 

【調査事項】 １．企業内通信網の構築状況、２．インターネットの利用状況、３．電子

商取引、４．テレワーク、５．ＩＣＴ教育、６．通信ネットワークの安全対

策、７．企業の概要（資本金額、年間売上高、営業利益、人件費、減価償却

費及び従業員数） 

※ 

【調査票名】 ２－通信利用動向調査調査票（世帯用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）直近の４月１日現在で満年齢２０

歳以上の世帯員がいる世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４５，１９２／４８，６１４，０２６ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）１２月３１日 （系統）

総務省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）配布：毎年１月上旬、回収：毎年１月下旬 

【調査事項】 １．世帯全体用（１）情報通信機器の保有状況、利用状況、（２）インタ
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ーネットの利用状況、（３）インターネット利用における被害状況、（４）イ

ンターネット利用におけるセキュリティ対策状況、（５）フィルタリングソ

フト・サービス、（６）インターネットを利用していて感じる不安、（７）イ

ンターネットを利用しない理由、（８）ケーブルテレビ、衛星放送、（９）世

帯の構成（世帯員数、世帯年収及び住居の種類）、２．世帯構成員用（１）

過去１年間に利用した情報通信機器、（２）インターネットの利用状況、（３）

公衆無線ＬＡＮの利用状況、（４）インターネットの利用目的、（５）有料デ

ジタルコンテンツの購入状況  
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【調査名】 雇用均等基本調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年１１月９日 

【実施機関】 厚生労働省雇用均等・児童家庭局雇用均等政策課 

【目 的】 本調査は、男女の雇用均等問題に係る雇用管理の実態を把握することを目的

とする。 

【沿 革】 本調査は、昭和６１年度に「女子雇用管理調査」として調査を開始して以来、

平成１８年度（昭和６３年度から「女子雇用管理基本調査」、平成９年度から「女

性雇用管理基本調査」に名称変更）まで、主要産業における女性労働者の雇用管

理の実態等を総合的に把握することを目的として毎年実施していたが、「雇用の

分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律」（昭和４７年法

律第１１３号）の改正（平成１９年４月施行）に伴い、平成１９年度から、男女

の雇用均等問題に係る雇用管理の実態を把握するための調査として、「雇用均等

基本調査」に名称変更して毎年実施されている。 

また、本調査は、昭和６１年度の調査開始以来、３つのテーマ（１）企業を対

象とした女性雇用管理の実施状況、（２）事業所を対象とした育児・介護休業制

度等の実施状況、（３）事業所を対象とした母性保護等の実施状況を年次ローテ

ーション方式により実施された。 

しかし、平成２１年度の調査実施に当たり、ポジティブ・アクションの取組企

業割合が女性の継続就業や能力開発支援策の目標値として、また、育児休業取得

率が仕事と家庭の両立支援策の目標値として掲げられたことから、これら施策の

目標達成年次までの実態を毎年把握することが求められた。 

その結果、従前の年次ローテーションによる調査体系の見直しを行い、ポジテ

ィブ・アクションの取組状況を毎年把握する企業調査と、育児休業の取得状況を

毎年把握する事業所調査を同時に実施されることとなった。 

【調査の構成】 １－企業票 ２－事業所票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概要：調査実施翌年の７月、詳細：調査実施翌

年の１２月） 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更及び公表時期の早期化等。  

      なお、今回は２３年度以降の調査実施に当たり、調査事項の再整理を行う必

要性があることから、１回限りの承認とし、２３年度に改めて申請がなされる。 

※ 

【調査票名】 １－企業票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる次の大

分類に属し、常用労働者を１０人以上雇用している民営企業。「鉱業，採石

業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情

報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不
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動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食

サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業（ただし、生活関連サービス業

のうち家事サービス業を除く。）」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複

合サービス事業」、「サービス業（他に分類されないもの）（外国公務を除く。）」 

（抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，０００／４００，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２２年１０月１日現在 

（系統）厚生労働省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２２年１２月１０日～１２月２８

日 

【調査事項】 １．企業の属性に関する事項（１）企業の名称及び所在地、（２）主な事

業内容又は主要製品、（３）常用労働者数、（４）労働組合の有無、２．女性

の雇用管理に関する事項（１）採用区分ごとの新規学卒者数、（２）採用区

分のうち女性の採用がなかった区分があった理由、（３）コース別雇用管理

制度の有無、（４）新規学卒者のコース別採用状況、（５）コース別雇用管理

制度のコース転換制度の有無、（６）コース別雇用管理制度の見直しの有無、

（７）コース別雇用管理制度の見直し内容、（８）ポジティブ・アクション

（女性の活躍推進）の取組の有無、（９）ポジティブ・アクションに取り組

まない理由、（１０）女性の活躍を推進する上での問題点 （注）上記のう

ち、毎年度継続して把握する調査事項は、１（１）～（４）及び２（８）～

（１０）であり、それ以外は平成２２年度調査においてのみ把握する調査事

項である。 

※ 

【調査票名】 ２－事業所票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる次の

大分類に属し、常用労働者を５人以上雇用している民営事業所。「鉱業，採

石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、

「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、

「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，

飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業（ただし、生活関連サービ

ス業のうち家事サービス業を除く。）」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、

「複合サービス事業」、「サービス業（他に分類されないもの）（外国公務を

除く。）」 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，０００／１，５００，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２２年１０月１日

現在 （系統）厚生労働省－民間事業者－報告者 
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【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２２年１２月１０日～１２月２８

日 

【調査事項】 １．事業所の属性に関する事項（１）事業所の名称及び所在地、（２）主

な事業内容又は主要製品、（３）常用労働者数、（４）労働組合の有無、２．

育児休業制度等に関する事項（１）育児休業制度の規定の有無、（２）育児

休業制度の取得可能期間、（３）育児休業制度の取得可能回数、（４）育児休

業の申出方法、（５）育児休業を申し出た者への育児休業期間等の通知の有

無、通知方法、（６）育児休業を申し出た者への育児休業中・休業後の労働

条件の通知の有無、通知方法、（７）育児のための所定労働時間の短縮措置

制度の有無、内容、最長取得期間、（８）育児短時間勤務制度の短縮後の所

定労働時間、（９）育児短時間勤務制度の短縮時間分の賃金の取扱い、（１０）

育児短時間勤務制度の適用除外の業務の有無及び代替措置の内容、（１１）

出産者の有無、出産者数及び女性育児休業者数、うち有期契約労働者数、（１

２）配偶者出産者の有無、配偶者出産者数及び男性育児休業者数、うち有期

契約労働者数、（１３）育児休業終了後の復職者数、（１４）育児休業取得期

間別育児休業終了後の復職者数、（１５）育児のための所定労働時間短縮措

置別利用者数、３．短時間正社員制度に関する事項（短時間正社員制度の有

無） （注）上記のうち、毎年度継続して把握する調査事項は、１（１）～

（４）、２（１）・（２）・（１１）・（１２）（ただし、有期労働者数は除く。）

及び３であり、それ以外は平成２２年度調査においてのみ把握する調査事項

である。  
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【調査名】 観光産業構造基本調査（仮称）試験調査 

【承認年月日】 平成２２年１１月１０日 

【実施機関】 観光庁参事官（観光経済担当） 

【目 的】 観光立国の推進のためには観光地づくりが重要な政策課題となっており、観

光地における観光産業の生産・供給構造、雇用・就業構造を把握するための観光

産業構造基本調査（仮称）の実施に向けた基礎データを得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－観光産業構造基本調査（仮称）試験調査調査票 

【公 表】 インターネット（平成２３年３月末日） 

※ 

【調査票名】 １－観光産業構造基本調査（仮称）試験調査調査票 

【調査対象】 （地域）北海道富良野市（旧富良野町）、長野県飯田市（旧飯田市、旧座

光寺村、旧山本村、旧上村、旧和田村）、三重県志摩市（旧浜島町、旧波切

町、旧的矢村、旧磯部村、旧鵜方村、旧神明村、旧御座村） （単位）事業

所 （属性）観光関連産業の事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統

計調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，９５７ （配布）郵送 （取集）郵送・調

査員 （記入）自計 （把握時）平成２１年１２月３１日現在（一部項目に

ついては平成２１年１月～１２月までの１年間等） （系統）観光庁－民間

事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２２年１１月末日 

【調査事項】 １．観光との関わり（観光協会への加盟等の有無）、２．観光客への商品

の販売・サービスの提供の有無、３．事業所の開設時期、４．事業所の従業

者数、５．経営組織、６．資本金又は出資金・基金の額及び外国資本比率、

７．決算月、８．設備投資の有無及び設備投資額、９．売上（収入）金額及

び費用、１０．事業別売上（収入）金額又は割合、１１．事業別利用者数等

又は割合、１２．主な事業の売上（収入）金額の観光比率等、１３．主な事

業の売上（収入）金額の月別内訳等、１４．年間営業費用の項目別内訳及び

支払先地域別割合、１５．相手先別収入額の割合と電子商取引の割合、１６．

問４・問１０－１～問１３における記入負担等、１７．問１１－１における

観光比率の判断基準、１８．問４・問１１－２における期間の区分 
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【調査名】 幹線旅客流動実態調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年１１月１２日 

【実施機関】 国土交通省総合政策局情報安全・調査課、国土交通省鉄道局施設課 

【目 的】 全国の幹線鉄道の特急列車等、高速道路や都市間を運行する幹線バス及び都

道府県間を超えて運航する幹線フェリー・旅客船を利用した旅客の流動等を調査

し、需要予測モデルの構築と予測、費用便益分析等の交通政策や交通施設整備計

画など、今後の政策の分析・検討等を行うための資料を作成すること及び陸・海・

空にわたる総合的な交通体系の整備を進める上で重要な全国幹線旅客純流動調

査の基データとして、様々な視点からの幹線旅客流動の実態を明らかにすること

を目的とする。 

【沿 革】 本調査は、平成２年に開始された。 

平成２２年に、調査の名称が「幹線鉄道旅客流動実態調査」から「幹線旅客流

動実態調査」に変更され、「幹線バス旅客流動調査票」及び「幹線フェリー・旅

客船旅客流動実態調査票」が新たに追加された。 

【調査の構成】 １－幹線鉄道旅客流動実態調査票 ２－幹線バス旅客流動調査票 ３－

幹線フェリー・旅客船旅客流動実態調査票 

【公 表】 インターネット（平成２３年度末） 

【備 考】 今回の変更は、沿革欄記載のほか、「幹線鉄道旅客流動実態調査票」の調査事

項の一部変更及び報告者数の増加。 

※ 

【調査票名】 １－幹線鉄道旅客流動実態調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）幹線鉄道の特急列車等の利用客 （抽

出枠）発車時刻、車両の種類等から選定された、列車、車両の乗客 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２８６，０００／１，６６９，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）調査当日 （系統）

国土交通省、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構－民間事業者－

報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２２年１１月ごろの平日１日及び休日

１日 

【調査事項】 １．旅行目的、２．宿泊の有無、３．旅行行程（片道の出発地、乗降・乗

り換え駅、到着地）、４．旅行中立ち寄った地の有無、５．旅行人数、６．

きっぷの種類、７．旅行者の属性（住所、性別、年齢、職業） 

※ 

【調査票名】 ２－幹線バス旅客流動調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）都道府県間を超えて運行する高速

バス及び都市間バス（ただし、北海道内にあっては、道内を運行する長距離
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バス。）の利用客。 

なお、首都圏（東京都、神奈川県、千葉県及び埼玉県）、中京圏（愛知県、

岐阜県及び三重県）及び近畿圏（大阪府、京都府、兵庫県及び奈良県）の大

都市圏内の流動は、都道府県内の移動と同様のものとみなして、対象外とす

る。 （抽出枠）対象系統の往路、復路各々について、発時刻を考慮したバ

ス便 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）６７，０００／２０２，０００ （配布）

調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）調査当日 （系統）国

土交通省－民間事業者－バス事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２２年１１月ごろの平日１日及び休日

１日 

【調査事項】 １．旅行の目的、２．宿泊の有無・旅行全体の泊数及び日数・旅行行程の

うちの調査日捕捉、３．出発地、４．出発地から現在までの利用交通機関、

５．乗車バス停名、６．降車バス停名、７．降車場所から目的地までの利用

交通機関、８．目的地、９．利用切符、１０．同行者数、１１．住所（市区

町村まで）、１２．性別、１３．年齢、１４．仕事 

※ 

【調査票名】 ３－幹線フェリー・旅客船旅客流動実態調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）都道府県間を超えて運航するフェ

リー及び旅客船の利用客（一部、都道府県間内航路を含む（新潟－佐渡島、

鹿児島－屋久島等）。）。 

なお、首都圏（東京都、神奈川県、千葉県及び埼玉県）、中京圏（愛知県、

岐阜県及び三重県）及び近畿圏（大阪府、京都府、兵庫県及び奈良県）の大

都市圏内の流動は、都道府県内の移動と同様のものとみなして、対象外とす

る。 （抽出枠）平日調査については、全数 

休日調査については、対象航路の往路、復路各々について、発時刻を考慮

した船便 

【調査方法】 （選定）全数及び有意抽出 （客体数）３７，６００／５０，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）調査当日 （系統）

国土交通省－民間事業者－船会社－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２２年１１月ごろの平日１日及び休日

１日 

【調査事項】 １．車と一緒に乗船されたかの有無、２．旅行の目的、３．宿泊の有無・

旅行全体の泊数及び日数・旅行日数のうちの調査捕捉日、４．出発地、５．

出発地から乗船までの利用交通機関、６．乗船した港名、７．下船する港名、

８．下船場所から目的地までの利用交通機関、９．目的地、１０．利用切符、
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１１．同行者数、１２．住所（市区町村まで）、１３．性別、１４．年齢、

１５．仕事  
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【調査名】 経営環境実態調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年１１月１６日 

【実施機関】 中小企業庁事業環境部企画課 

【目 的】 本調査は、米国大手投資銀行リーマン・ブラザーズ破綻後の世界的な経済危

機下において、政府がこれまで講じてきた資金繰り対策や雇用対策等の累次の経

済対策の効果に加え、企業の経営環境や施策の利用状況を把握し、今後の中小企

業政策を検討するための基礎資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、その時々の中小企業白書の骨子に応じてテーマを変更し、平成２

年度から毎年度実施されてきており、平成２２年度に、調査の名称が「経済危機

下における企業の取引実態調査」から「経営環境実態調査」に変更された。 

【調査の構成】 １－経営環境実態調査 調査票 

【公 表】 印刷物（調査実施の翌年４月下旬） 

【備 考】 今回の変更は、沿革欄記載のほか、調査事項の一部変更及び報告者数の増加。 

※ 

【調査票名】 １－経営環境実態調査 調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類

「建設業」、「製造業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」のうち「運輸業」、

「卸売業，小売業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サー

ビス業」のうち「専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生

活関連サービス業，娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「サービ

ス業（他に分類されないもの）」に属する企業。 （抽出枠）株式会社東京

商工リサーチの保有するデータベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３０，６７５／４，２１０，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年１１月現在 （系

統）中小企業庁－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１１月下旬～１２月上旬 

【調査事項】 １．企業の概要・最近の経営環境について（所在地、会社形態、創業年、

直近決算期、資本金、売上高、営業利益、経常利益、総資産額、総有利子負

債額、常用雇用者数、景況感、業種、メインバンクの業態）、２．個人保証

の徴求状況について、３．中小企業金融円滑化法について、４．信用保証制

度について、５．最低賃金について、６．技能の引継ぎについて、７．雇用

調整助成金について、８．知的財産保護について、９．中小企業施策につい

て、１０．金融機関との関係について  



- 24 - 
 

【調査名】 花き産業振興総合調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年１１月１６日 

【実施機関】 農林水産省生産局生産流通振興課 

【目 的】 本調査は、花き産業に係る生産・流通・販売・消費の各分野の状況を的確に

把握し、需給動向に即した生産振興及び消費拡大対策の企画立案等の基礎資料と

することを目的とする。 

【沿 革】 平成２２年から調査が開始された。 

【調査の構成】 １－花木等生産状況調査 調査票 ２－卸売業者及び仲卸業者の取引実

態調査 調査票 ３－梱包資材利用状況調査 調査票 

【公 表】 インターネット（調査実施年（調査票を回収した年）の８月中旬） 

※ 

【調査票名】 １－花木等生産状況調査 調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）集出荷団体（市町村よりも小さ

な地域ごとの生産者団体）（ただし、都道府県単位の生産者団体、都道府県

又は都道府県農業協同組合中央会、市町村単位の生産者団体、市町村又は農

業協同組合が、情報を保有している場合は、その者） （抽出枠）社団法人

日本花き生産協会発行の会員名簿及び都道府県域の関係機関で備え付けの

花き生産組織名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８５５ （配布）郵送・オンライン・ＦＡＸ （取

集）郵送・オンライン・ＦＡＸ （記入）自計 （把握時）調査実施年の前

年１年間（１月１日～１２月３１日） （系統）農林水産省－民間事業者－

報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１１月中旬～翌年１月中旬 

【調査事項】 １．花木の種類別（ツツジ、サツキ、カイヅカイブキ、タマイブキ、ツバ

キ、モミジ、ヒバ類、ツゲ類及びその他花木）の作付面積、出荷数量、出荷

額、栽培農家数、２．その他の花木の成長段階別、品目別、出荷額（上位５

位）、３．芝の区分別（日本芝、西洋芝）の作付面積、出荷量数量、出荷額、

栽培農家数、用途別出荷数量割合、４．芝以外の地被植物の区分別（蔓物類、

タケ・ササ類、ジャノヒゲ類、草本類、木本類）の作付面積、出荷数量、出

荷額、栽培農家数、用途別の出荷数量割合 

※ 

【調査票名】 ２－卸売業者及び仲卸業者の取引実態調査 調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）卸売会社及び仲卸会社 （抽出枠）

社団法人日本花き卸売市場協会の会員及び社団法人日本花き卸売市場協会

の会員である卸売業者と取引のある仲卸業者 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）卸売業者：３０／１３８ 仲卸業者：１３
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３／３６３ （配布）郵送・オンライン・ＦＡＸ （取集）郵送・オンライ

ン・ＦＡＸ （記入）自計 （把握時）平成２１年１月１日～１２月３１日 

（系統）農林水産省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期（おおむね３年） （実施期日）平成２２年１１月中旬

～２３年１月中旬 

【調査事項】 （卸売業者）切り花類全体、キク、バラ、カーネーション、ユリ及び鉢も

の・苗もの類別の取引先別卸売数量、卸売金額、（仲卸業者）切り花類及び

鉢もの・苗もの類別の取引先別販売数量、販売金額 

※ 

【調査票名】 ３－梱包資材利用状況調査 調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）集出荷団体及び法人格を有する

経営体 （抽出枠）花き主要出荷者名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１８０／３，７００ （配布）郵送・オン

ライン・ＦＡＸ （取集）郵送・オンライン・ＦＡＸ （記入）自計 （把

握時）平成２１年１月１日～１２月３１日 （系統）農林水産省－民間事業

者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２２年１１月中旬～２３年１月中

旬 

【調査事項】 １．品目別規格別一箱の入り数、出荷本数、出荷割合、２．品目別利用梱

包資材の種類別（段ボール、バケット）のサイズ、年間使用量、一箱の単価
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【調査名】 環境経済観測調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年１１月２４日 

【実施機関】 環境省総合環境政策局環境計画課 

【目 的】 環境ビジネスについては、昨年１０月の鳩山首相の所信表明演説や、本年６

月の新成長戦略等において、繰り返しその振興の重要性が述べられている。 

新成長戦略においては、グリーン・イノベーションを成長分野の筆頭に掲げ、

２０２０年までに市場規模５０兆円超増・雇用規模１４０万人増という新たな需

要・雇用の創造を目指すとの方針が打ち出されており、環境ビジネスの振興施策

の実施がきわめて重要な課題となっている。 

このような状況を踏まえ、本調査は、環境ビジネス関連企業の景況感等につい

て継続的な調査を実施してそれらの動向を把握し、環境ビジネスに係る具体的な

促進施策の検討や、政策の効果の評価に活用する等、環境ビジネス振興策の企

画・立案の基礎資料として活用していくことを目的とする。 

また、環境ビジネスの市場における認知やステイタスの向上も視野に入れ調査

結果を公表することにより、環境ビジネスの発展に資することをも目的とするも

のである。 

【沿 革】 平成２２年から調査が開始された。 

【調査の構成】 １－環境経済観測調査調査票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（平成２３年２月） 

※ 

【調査票名】 １－環境経済観測調査調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）公務を除くすべての産業の資本金

２，０００万円以上の企業 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査結

果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１２，０００／２１０，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成２２年１

２月（回答日）時点 （系統）環境省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）半年 （実施期日）平成２２年１２月１日～２２日予定 

【調査事項】 １．貴組織の概要について、２．我が国の環境ビジネス全体の業況（現在、

半年後、１０年後）、３．貴社のビジネス全体について、４．貴社の環境ビ

ジネスについて（１）実施中の環境ビジネス（重視する順に上位３種）、（２）

（１）で選択した環境ビジネス３種に係る業況等（現在、半年後、１０年後。

ただし、資金繰りについては、現在のみ回答。）ア．貴社の当該環境ビジネ

スの業況、イ．当該環境ビジネス業界の国内需給、ウ．貴社の当該環境ビジ

ネスの提供価格、エ．貴社の当該環境ビジネスに投入する研究開発費、オ．

貴社の当該環境ビジネスに投入する設備規模、カ．貴社の当該環境ビジネス
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に投入する人員体制、キ．貴社の当該環境ビジネスの資金繰り、ク．当該環

境ビジネス業界の海外需給  
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【調査名】 集落営農実態調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年１１月２４日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部経営・構造統計課センサス統計室 

【目 的】 「食料・農業・農村基本計画」（平成２２年３月３０日閣議決定）において、

意欲ある多様な農業者として位置付けられた集落営農組織の育成・確保等に係る

施策の企画・立案、推進等に必要な資料の整備を行うとともに、「食料・農業・

農村基本計画」の評価の指標とすることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、旧統計法下では「届出統計調査」として平成１７年から実施され

てきたが、統計法の全部改正により、平成２１年度調査から一般統計調査として

扱われることになった。 

平成２２年度調査から、本調査に農林水産省実施の一般統計調査「集落営農活

動実態調査」が統合された。 

【調査の構成】 １－集落営農実態調査票 ２－集落営農活動実態調査票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概要：調査実施年の３月末日、詳細：調査実施

年の１２月末日） 

【備 考】 今回の変更は、沿革欄記載のほか、集落営農実態調査票及び集落営農活動実

態調査票に係る調査事項の一部変更、集落営農活動実態調査票に係る調査対象範

囲、報告者数及び調査実施期間の変更。 

※ 

【調査票名】 １－集落営農実態調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）市区町村（直近の農林業

センサスにおいて、耕地の存在が認められなかった市区町村を除く。） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，７４０ （配布）郵送・オンライン・ＦＡ

Ｘ （取集）郵送・オンライン・ＦＡＸ （記入）自計 （把握時）毎年２

月１日現在 （系統）農林水産省－地方農政事務所等－統計・情報センター

－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１２月中旬～翌年２月中旬 

【調査事項】 １．集落営農の概要（１）継続等区分、（２）設立年次、（３）集落営農の

組織形態、（４）農業生産法人について、（５）法人化計画について、（６）

特定農業法人、特定農業団体等への該当、（７）水田・畑作経営所得安定対

策への加入状況、（８）戸別所得補償モデル対策への加入状況、（９）当該集

落営農が存在する農業集落の中山間地域等直接支払交付金対象地域への該

当、（１０）当該集落営農が存在する農業集落の農地・水・環境保全向上対

策交付金対象地域への該当、（１１）規約・定款の整備、（１２）集落営農の

構成、（１３）農用地利用改善団体について、２．集落営農の営農状況（１）

経営規模・農地利用の目標、（２）集落内の営農を一括管理・運営、（３）集
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落営農の活動内容、（４）集落営農における主たる従事者数、（５）収支の一

元経理の状況について 

※ 

【調査票名】 ２－集落営農活動実態調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）農産物の生産・販売を行っている

集落営農の代表者 （抽出枠）集落営農実態調査票の結果 

 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，５００／１０，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年３月１日現在 （系統）

農林水産省－地方農政事務所等－統計・情報センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年３月上旬～４月上旬 

【調査事項】 １．集落営農の概況について（１）活動の目的について、（２）組織の構

成について、ア．代表者の年齢、性別、イ．オペレーター数、ウ．主たる従

事者数、エ．構成農家の状況、オ．後継者の状況、２．集落営農の農業生産

について（１）取組農産物の状況、（２）農作業の体制、３．集落営農の収

支・資産の状況について（１）農業用機械・施設等の状況、（２）集落営農

の総収入の状況、（３）集落営農の総収入の変化の状況、（４）財務諸表の整

備状況、（５）経理実務の体制、４．集落営農の各種取組について（１）所

得の向上に向けた取組状況、（２）農業生産以外の事業への取組状況、（３）

法人化に向けた取組状況（非法人のみ回答）  
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【調査名】 農産物地産地消等実態調査（平成２２年承認） 

【承認年月日】 平成２２年１１月２９日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課消費統計室 

【目 的】 「食料・農業・農村基本法」に基づく「食料・農業・農村基本計画」（平成２

２年３月３０日閣議決定）では、「食料の安定供給の確保に関する施策」として

「国産農産物を軸とした食と農の結び付きの強化」を図るための「地産地消の推

進」に取り組んでいくこととしている。 

このため、地場農産物の取扱状況や今後の意向を把握することにより、地場農

産物の使用動向を明らかにし、地産地消の今後の推進方向等についての検討に必

要な資料を整備するとともに、農家が生産だけでなく、加工や販売の取り組みを

行うことにより、農産物の販路拡大や付加価値向上を図り、収益力を確保する等

の施策の推進に資するために実施する。 

【沿 革】 本調査は、平成１６年から３年ごとにその都度１回限りで実施されている。 

【調査の構成】 １－産地直売所調査票 ２－農産加工場調査票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概要：平成２３年５月下旬、詳細：平成２３年

９月下旬） 

【備 考】 今回の変更は、産地直売所調査票及び農産加工場調査票に係る調査事項及び

報告者数の変更、農産加工場調査票に係る調査対象の範囲の変更。 

※ 

【調査票名】 １－産地直売所調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体、事業所及び個人 （属性）２０１

０年世界農林業センサス（農山村地域調査）において把握した地方公共団体、

第３セクター、農業協同組合、その他（農業協同組合（女性部・青年部）、

生産者又は生産者グループ等）が運営する産地直売所 （抽出枠）２０１０

年世界農林業センサス（農山村地域調査） 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）２，９７８／１６，８２４ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年度（平成２

１年４月１日～２２年３月３１日） （系統）農林水産省－民間事業者－報

告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２３年１月下旬～２月下旬 

【調査事項】 １．産地直売所の概要（１）運営（経営）主体機関、（２）営業時期、（３）

営業施設の状況、（４）開設年次、（５）年間営業日数、（６）売場面積、（７）

従業者数、２．産地直売所の経営概況（１）参加（登録）農家の状況、（２）

購入者の状況、３．「地場農産物」の取扱状況（１）販売状況及び地場農産

物の割合、（２）地場農産物販売の取組・効果・課題、（３）地場農産物のこ

れまで及び今後の取扱い 
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※ 

【調査票名】 ２－農産加工場調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業経営体、事業所及び個人 （属性）２０１０

年世界農林業センサス（農林業経営体調査）において「農産物の加工」をし

ていると回答した販売農家（法人・個人）、家族経営以外の農業経営体及び

農協等からの情報収集により把握した農産加工場を運営する農協等 （抽出

枠）２０１０年世界農林業センサス（農林業経営体調査） 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）５，７３０／３４，８７９ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年度（平成２

１年４月１日～２２年３月３１日） （系統）農林水産省－民間事業者－報

告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）成２３年１月下旬～２月下旬 

【調査事項】 １．農産加工場の概要（１）運営（経営）主体機関、（２）稼働時期、（３）

開設年次、（４）年間稼働日数、（５）施設面積、（６）従業者数、２．農産

加工場の経営概況（１）仕入状況及び地場農産物の割合、（２）販売状況及

び出荷地域、３．「地場農産物」の使用（１）地場農産物使用の取組・効果・

課題、（２）地場農産物のこれまで及び今後の取扱い  



- 32 - 
 

【調査名】 新規就農者調査（平成２２年承認・２回目） 

【承認年月日】 平成２２年１１月２９日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部経営・構造統計課センサス統計室 

【目 的】 本調査は、「食料・農業・農村基本計画」（平成２２年３月３０日閣議決定）

に基づき、意欲ある多様な農業者による農業経営を推進するため、新規就農者数

（雇用における新規就農者及び新規参入者を含む。）を把握し、新たな人材を育

成・確保する諸施策の企画・立案、検証等に必要な資料を整備することを目的と

する。 

【沿 革】 ２０００年（平成１２年）世界農林業センサスまでは、農家調査票の中に、

個々の農家世帯員に係る２か年（前年と、更に１年前（以下「前々年」という。））

の就業状態についての項目が設けられていたことから、本調査の就業状態調査票

に相当するデータ（すなわち、自営農業就農者数）が把握できた。 

しかし、２００５年（平成１７年）農林業センサスにおいて、同センサスが全

数調査であることを踏まえた報告者負担の軽減の観点から、前々年の就業状態に

関する事項が削除され、同センサスとして、自営農業就農者を把握することがで

きなくなった。 

本調査は、この農林業センサスの簡素化を受け、これに代わって、自営農業就

農者数を含めた新規就農者数の動向を総合的に把握するために、平成１９年から

開始されたものである。 

また、新規参入者調査票については、旧統計法下では「届出統計調査」として

扱われてきたが、統計法の全部改正により、平成２２年調査から就業状態調査票

及び新規雇用者調査票とともに、一般統計調査として扱われることになった。 

【調査の構成】 １－就業状態調査票 ２－新規雇用者調査票 ３－新規参入者調査票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概要：調査実施年の９月末日、詳細：調査実施

年の１２月末日） 

【備 考】 今回の変更は、母集団情報を２００５年農林業センサスから２０１０年世界

農林業センサスに変更することに伴う報告者数の変更。 

※ 

【調査票名】 １－就業状態調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業経営体 （属性）農業経営体のうち家族経営

体（世帯単位で事業を行う経営体） （抽出枠）２０１０年世界農林業セン

サスの結果 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９１，００７／１，６４７，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年４月１日現在 （系

統）農林水産省－農政事務所等－統計・情報センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月中旬～５月中旬 
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【調査事項】 １．農業経営の状況、２．農業従事者数、３．農業従事者の年齢及び性別、

４．農業従事者の調査期日前１年間及び調査期日前１年間より遡って１年間

の生活の主な状態 

※ 

【調査票名】 ２－新規雇用者調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業経営体 （属性）農業経営体のうち組織経営

体及び一戸一法人（法人化している家族経営体） （抽出枠）２０１０年世

界農林業センサスの結果 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，５６９／３３，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年４月１日現在 （系統）

農林水産省－農政事務所等－統計・情報センター－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月中旬～５月中旬 

【調査事項】 １．新規雇用者の有無、２．新規雇用者数、３．新規雇用者の年齢及び性

別、４．新規雇用者の農家出身・非農家出身の別、５．新規雇用者の就業上

の地位、６．新規雇用者の従事する作業の内容、７．新規雇用者の雇用され

る直前の就業状態 

※ 

【調査票名】 ３－新規参入者調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業委員会及び地方公共団体 （属性）農業委員

会、及び農業委員会が設置されていない市区町村においては当該市区町村 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，７５３ （配布）郵送・オンライン・ＦＡ

Ｘ （取集）郵送・オンライン・ＦＡＸ （記入）自計 （把握時）毎年４

月１日現在 （系統）農林水産省－農政事務所等－統計・情報センター－報

告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月中旬～５月中旬 

【調査事項】 新規参入者の男女別年齢別の人数 
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○一般統計調査の中止通知 

【調査名】 集落営農活動実態調査（平成２２年通知） 

【通知年月日】 平成２２年１１月２４日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部経営・構造統計課センサス統計室 

【目 的】 「食料・農業・農村基本計画」において担い手として位置付けられた集落営

農組織の育成・確保・支援に係る施策の企画・立案・推進等に必要な資料の整備

を行うことを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、平成１９年度以降毎年実施されていたが、平成２２年度調査から

集落営農実態調査に統合されるため、「集落営農活動実態調査」という名称の調

査としては中止されることとなった。 

【備 考】 ［中止理由］農林水産省において、従来の集落営農実態調査と集落営農活動

実態調査を１つの調査として整理、統合する検討を行った結果、集落営農実態調

査に集落営農活動実態調査を統合し、「集落営農実態調査」の名称の下で引き続

き「集落営農実態調査票」と「集落営農活動実態調査票」として調査を行い、「集

落営農活動実態調査」としては、調査を中止することとしたため。 
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○届出統計調査の受理 

（１）新規 

【調査名】 外国人登録者数調査（平成２２年届出） 

【受理年月日】 平成２２年１１月１日 

【実施機関】 愛知県地域振興部国際課多文化共生推進室 

【目 的】 愛知県内の外国人登録者数の状況を把握し、国際化推進施策及び多文化共生

推進施策を進める上での参考資料とする。 

【調査の構成】 １－市町村別外国人登録者数調査票 

※ 

【調査票名】 １－市町村別外国人登録者数調査票 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）地方公共団体 （属性）愛知県内各市町村 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５７ （配布）オンライン（電子メール） （取

集）オンライン（電子メール） （記入）自計 （把握時）毎年１２月末日

現在 （系統）愛知県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１月中旬～１月下旬 

【調査事項】 各市町村の国籍別外国人登録者数  
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【調査名】 高等技術専門校再構築に係る基礎調査における離職者調査（平成２

２年届出） 

【受理年月日】 平成２２年１１月１０日 

【実施機関】 千葉県商工労働部産業人材課 

【目 的】 千葉県では、高等技術専門校において、離職者や新規高卒者等に対して就業

に必要な技能や知識の習得を目的とした実践的な職業訓練や、企業の従業員等の

スキルアップを図るための職業訓練を実施してきた。 

今後、効率的・効果的な職業訓練を行うためには、離職者等のニーズを把握す

ることが必要なことから、本離職者調査を実施するものである。 

【調査の構成】 １－高等技術専門校再構築に係る基礎調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－高等技術専門校再構築に係る基礎調査 調査票 

【調査対象】 （地域）千葉県全域 （単位）個人 （属性）千葉県内の公共職業安定所

への来所者（県外からの来所者を含む。） 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５００ （配布）調査員 （取集）調査員 

（記入）他計 （把握時）調査票記入日現在 （系統）千葉県－民間事業者

－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２２年１１月中旬～１１月下旬 

【調査事項】 １．来所者の属性（住所、性別、年齢）、２．離職前の仕事（業種、職種、

雇用形態、離職理由、求職期間）、３．今後希望する仕事（職種、必要と思

われる知識等）、４．職業訓練について（受講希望等）、５．県内公共職業能

力開発施設について（認知状況、利用希望）  
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【調査名】 平成２２年度職業能力開発基礎調査（平成２２年届出） 

【受理年月日】 平成２２年１１月１１日 

【実施機関】 香川県商工労働部労働政策課 

【目 的】 職業能力開発促進法第７条第１項の規定に基づく「第９次香川県職業能力開

発計画」（計画期間平成２３～２７年度）を策定するに当たり、技能労働者の職

業能力開発の状況等を把握するとともに、今後の職業能力開発施策の参考とする

ため、事業所、在職労働者等を調査対象としてアンケート調査を実施するもの。 

【調査の構成】 １－職業能力開発基礎調査 調査票（民間事業所） ２－職業能力開発

基礎調査 調査票（在職者） ３－職業能力開発基礎調査 調査票（高等

技術学校訓練生） 

※ 

【調査票名】 １－職業能力開発基礎調査 調査票（民間事業所） 

【調査対象】 （地域）香川県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げ

る大分類の「公務」以外に属する事業所のうち１人以上の常用労働者を有す

る事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，８００／２０，０００ （配布）郵

送 （取集）調査員及びＦＡＸ （記入）自計 （把握時）平成２２年１２

月１日現在 （系統）香川県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２２年１２月１０日～２３年１月

３１日 

【調査事項】 １．事業所の属性、２．企業動向、３．雇用、４．高松・丸亀高等技術学

校との関わり、５．社員教育、６．在職者訓練、７．技能継承の問題 

※ 

【調査票名】 ２－職業能力開発基礎調査 調査票（在職者） 

【調査対象】 （地域）香川県全域 （単位）個人 （属性）日本標準産業分類に掲げる

大分類の「公務」以外に属する事業所のうち１人以上の常用労働者を有する

事業所に雇用されている労働者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，８００ （配布）郵送 （取集）調

査員及びＦＡＸ （記入）自計 （把握時）平成２２年１２月１日現在 （系

統）香川県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２２年１２月１０日～２３年１月

３１日 

【調査事項】 １．産業及び職業区分、２．公共職業能力開発施設が実施するセミナー、

３．自己啓発の実施状況 

※ 

【調査票名】 ３－職業能力開発基礎調査 調査票（高等技術学校訓練生） 
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【調査対象】 （地域）香川県全域 （単位）個人 （属性）香川県立高等技術学校の訓

練生（施設内訓練生及び委託訓練先訓練生） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４８０ （配布）郵送 （取集）調査員 （記

入）自計 （把握時）平成２２年１２月１日現在 （系統）香川県－民間事

業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２２年１２月１０日～２３年１月

３１日 

【調査事項】 受講している訓練科及び高等技術学校に対する考え  
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【調査名】 年末一時金要求・妥結状況調査（平成２２年届出） 

【受理年月日】 平成２２年１１月１６日 

【実施機関】 宮崎県商工観光労働部労働政策課 

【目 的】 宮崎県内民間企業における年末一時金の要求・妥結状況を調査することによ

り、労働行政の基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－平成２２年 年末一時金調査票 

※ 

【調査票名】 １－平成２２年 年末一時金調査票 

【調査対象】 （地域）宮崎県全域 （単位）労働組合 （属性）労働組合法が適用され

る労働組合 （抽出枠）労働組合基礎調査結果 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１６６／４３０ （配布）郵送・ＦＡＸ （取

集）郵送・ＦＡＸ （記入）自計 （把握時）毎年１２月３１日現在 （系

統）宮崎県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１２月１０日～翌年１月３１日 

【調査事項】 １．従業員数、２．平均年齢、３．平均勤続年数、４．妥結前平均賃金、

５．年末一時金の要求内容（日付、金額、月数）、６．年末一時金の妥結内

容（日付、金額、月数）、７．一時金の年間臨給方式  
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【調査名】 岐阜県内スキー場に関する一般の行動実態及び意識調査（平成２２

年届出） 

【受理年月日】 平成２２年１１月２６日 

【実施機関】 岐阜県総合企画部観光・ブランド振興課 

【目 的】 岐阜県内のスキー場に関し、スキー場への誘客や検証等に必要な基礎データ

を把握する。 

【調査の構成】 １－岐阜県内スキー場に関する一般の行動実態及び意識調査票 

【備 考】 本調査は、「意識調査」の名称を付して行われているが、調査事項の中に「事

実の報告」が含まれていることから、これら「事実の報告」に係る部分について、

統計法上の「統計調査」として届出が受理されたものである。 

※ 

【調査票名】 １－岐阜県内スキー場に関する一般の行動実態及び意識調査票 

【調査対象】 （地域）愛知県全域及び大阪府全域 （単位）個人 （属性）個人 （抽

出枠）愛知県内及び大阪府内の商業施設の来客者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／９００，０００ （配布）

調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）調査時点現在 （系統）

岐阜県－民間事業者－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２２年１２月２５日～２３年２月

１９日 

【調査事項】 １．氏名、２．居住地、３．性別、４．年齢、５．岐阜県内スキー場への

訪問の有無及び場所、６．同行者、７．年訪問回数、８．日帰り・宿泊の別、

９．岐阜県への観光を兼ねたスキー場訪問の有無、１０．移動手段、１１．

スキーの経験の有無、１２．スキーに行かなくなった理由、１３．今年スキ

ーに行く予定、１４．スキー以外の訪問予定箇所、１５．今年スキーに行か

ない理由  
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【調査名】 県内留学生就職活動実態調査（平成２２年届出） 

【受理年月日】 平成２２年１１月２９日 

【実施機関】 愛知県地域振興部国際課 

【目 的】 海外高度人材候補である留学生は、卒業・修了後も愛知県で活躍を続けてい

くことが望まれるが、留学生は日本人学生に比べ就職活動に必要な基本的情報の

不足があると指摘されている。 

そのため留学生の愛知県定着を目指した、効果的な就職支援施策の実施に資す

るため、留学生の就職活動に対する意識や留学生の就職活動に関する実態調査と

併せて、日本人学生、大学担当者及び企業に対する意向調査を実施する。 

【調査の構成】 １－県内留学生の進路・就職活動についてのアンケート ２－県内日本

人学生の進路・就職活動についてのアンケート ３－外国人留学生の就職

活動に関するアンケート ４－外国人留学生の採用に関するアンケート 

※ 

【調査票名】 １－県内留学生の進路・就職活動についてのアンケート 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）個人 （属性）留学の在留資格により県内

大学等に在籍し教育を受ける外国人学生 （抽出枠）愛知の留学生（２０１

０年３月号） 

 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査回答時点 （系統）愛知県－民間事業者－大学－

報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２２年１２月１０日～２３年１月

３１日 

【調査事項】 １．留学生の属性、２．日本に留学した理由、３．日本で就職したい理由、

４．就職活動に対する不安、５．就職活動の実施状況、６．希望する職種、

７．内定企業 

※ 

【調査票名】 ２－県内日本人学生の進路・就職活動についてのアンケート 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）個人 （属性）県内大学等に在籍し、就職

活動を行っている日本人学生 （抽出枠）愛知の留学生（２０１０年３月号） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，１４０／４５，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査回答時点 （系統）愛知

県－民間事業者－大学－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２２年１２月１０日～２３年１月

３１日 

【調査事項】 １．学生の属性、２．就職活動の実施状祝、３．希望する職種、４．内定
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企業 

※ 

【調査票名】 ３－外国人留学生の就職活動に関するアンケート 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）個人 （属性）県内大学等の留学生受入れ

担当部署 （抽出枠）愛知の留学生（２０１０年３月号） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査回答時点（問１に関しては平成２２年１２月ｌ日時点） 

（系統）愛知県－民間事業者－大学－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２２年１２月１０日～２３年１月

３１日 

【調査事項】 １．在籍留学生数、２．留学生の就職支援担当部署、３．留学生対象の就

職支援、４．留学生の就職支援で活用するソース 

※ 

【調査票名】 ４－外国人留学生の採用に関するアンケート 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）企業 （属性）２０１１年中経企業年鑑掲

載企業より愛知県内に営業所のある企業 （抽出枠）２０１１年中経企業年

鑑 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／２，７００ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査回答時点 （系統）愛知県－

民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２２年１２月１５日～２３年１月

３１日 

【調査事項】 １．業種、２．従業員数、３．今後の経営戦略、４．留学生の採用状況
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【調査名】 食育等に関するアンケート調査（平成２２年届出） 

【受理年月日】 平成２２年１１月３０日 

【実施機関】 奈良県健康福祉部健康づくり推進課 

【目 的】 健康長寿を目指し、奈良県民の健康づくりの取組の増加を図る上で、健康的

な食生活を実践することは重要である。 

また、近年、子どもの朝食欠食、家族で揃っての食事や食の生産に触れる機会

の減少により、食を楽しみ、食を大切にする心を育てる「食育」が困難になって

いる。 

このことから、平成１８年度に策定した「奈良県食育推進計画」を総合的に推

進すると共に子供の食育を通じ、地域で子育てを支援する環境づくりを明らかに

し、食育に関する意識や日頃の食に関する生活等について、実態と意識の両面か

ら把握することにより、２３年度策定予定の次期「奈良県食育推進計画」策定の

基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－食育等に関するアンケート調査 調査票（成人用） ２－食育等に

関するアンケート調査 調査票（幼児用） ３－食育等に関するアンケー

ト調査 調査票（小学生低学年用） ４－食育等に関するアンケート調査 

調査票（小学生高学年用） ５－食育等に関するアンケート調査 調査票

（中学生・高校生用） 

※ 

【調査票名】 １－食育等に関するアンケート調査 調査票（成人用） 

【調査対象】 （地域）奈良県全域 （単位）個人 （属性）満２０歳以上８０歳未満の

県民 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，０００／１，０８０，０００ （配

布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２２年１２月１日

現在 （系統）奈良県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２２年１２月１５日～２３年１月３１

日 

【調査事項】 １．報告者に関する基本情報（年齢、性別、身長、体重、職業、世帯員数、

家族構成、通勤時間、勤務時間等）、２．食育について、３．食生活につい

て、４．食の安全・安心について、５．地産地消・食文化の伝承等について、

６．食環境について 

※ 

【調査票名】 ２－食育等に関するアンケート調査 調査票（幼児用） 

【調査対象】 （地域）奈良県全域 （単位）個人 （属性）満１歳以上６歳未満の幼児

及びその保護者 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／５８，０００ （配布）郵



- 44 - 
 

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２２年１２月１日現在 （系

統）奈良県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２２年１２月１５日～２３年１月３１

日 

【調査事項】 １．報告者に関する基本情報（年齢、性別、身長、体重、家族構成等）、

２．子どもの食生活について、３．食の安全・安心について、４．地産地消・

食文化の伝承等について、５．食育について 

※ 

【調査票名】 ３－食育等に関するアンケート調査 調査票（小学生低学年用） 

【調査対象】 （地域）奈良県全域 （単位）個人 （属性）県下の公立小学校に通学す

る１年～３年の児童 （抽出枠）学校基本調査 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４，５００／３８，０００ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２２年１２月１日現在 （系

統）奈良県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２２年１２月１５日～２３年１月３１

日 

【調査事項】 １．報告者に関する基本情報（学年、性別、世帯員数、家族構成）、２．

食生活・食習慣について 

※ 

【調査票名】 ４－食育等に関するアンケート調査 調査票（小学生高学年用） 

【調査対象】 （地域）奈良県全域 （単位）個人 （属性）県下の公立小学校に通学す

る４年～６年の児童 （抽出枠）学校基本調査 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４，５００／４１，０００ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２２年１２月１日現在 （系

統）奈良県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２２年１２月１５日～２３年１月３１

日 

【調査事項】 １．報告者に関する基本情報（学年、性別、世帯員数、家族構成）、２．

食生活等について、３．ファーストフード、市販飲料、カップ麺の利用につ

いて、４．自分の体格等について 

※ 

【調査票名】 ５－食育等に関するアンケート調査 調査票（中学生・高校生用） 

【調査対象】 （地域）奈良県全域 （単位）個人 （属性）県下の公立中学校・高等学

校に通学する生徒 （抽出枠）学校基本調査 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４，５００／８５，０００ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２２年１２月１日現在 （系
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統）奈良県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２２年１２月１５日～２３年１月３１

日 

【調査事項】 １．報告者に関する基本情報（学年、性別、世帯員数、家族構成）、２．

食生活等について、３．ファーストフード、市販飲料、カップ麺の利用につ

いて、４．地産地消・食文化の伝承、５．自分の体格等について 
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（２）変更 

【調査名】 熊本県労働条件等実態調査（平成２２年届出） 

【受理年月日】 平成２２年１１月１５日 

【実施機関】 熊本県商工観光労働部商工労働局労働雇用課 

【目 的】 熊本県内の事業所に雇用されている労働者の賃金・労働時間その他の労働条

件を把握し、労働行政の基礎資料にするとともに、調査結果を労使関係者・労働

関係機関に提供することにより健全な労使関係の推進に役立てる。 

【調査の構成】 １－平成２２年度熊本県労働条件等実態調査 調査票 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更、調査の実施期間を約４か月繰下げ。 

※ 

【調査票名】 １－平成２２年度熊本県労働条件等実態調査 調査票 

【調査対象】 （地域）熊本県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類（平成

１４年３月改定）による大分類「農業」、「林業」、「漁業」、「鉱業」、「建設業」、

「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業」、「卸

売・小売業」、「金融・保険業」、「不動産業」、「飲食店，宿泊業」、「医療，福

祉」、「教育，学習支援業」、「複合サービス事業」、「サービス業（他に分類さ

れないもの）」の事業所であって、従業者数５人以上の事業所すべて （抽

出枠）平成１８年事業所・企業統計調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／２９，１４７ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年６月３０日現在 （系統）

熊本県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１２月１日～１２月２２日 

【調査事項】 １．事業所の概要（１）就業形態、（２）正社員の年齢構成及び平均年齢、

（３）管理職の登用状況、２．賃金制度（１）正社員の賃金支払形態、（２）

正社員の所定内賃金、（３）正社員の賃上げ、３．労働時間（１）正社員の

所定労働時間、（２）正社員の週休制、（３）正社員の年間休日及び年次有給

休暇、４．仕事と家庭の両立支援（育児休業制度）（１）育児休業の規定の

有無（２）規定の方法、（３）パパ・ママ育休プラス対応状況、（４）育児休

業制度の取得状況、（５）育児休業取得後の復職状況、（６）育児休業の休業

期間、５．仕事と家庭の両立支援（介護休業制度）（１）介護休業の規定の

有無（２）規定の方法、（３）介護休業制度の過去５年間の取得状況、（４）

介護休業制度の休業期間、６．仕事と家庭の両立支援（各種の支援制度）（１）

育児のための支援措置制度（２）子の看護休暇制度、（３）子の看護休暇の

取得期間、（４）子の看護休暇の取得日数、（５）介護休暇制度の規定の有無、

（６）育児・介護を行う労働者の時間外労働・深夜業の制限、７．ワーク・

ライフ・バランス（１）ワーク・ライフ・バランスの認知状況、（２）ワー
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ク・ライフ・バランスの取り組み内容、（３）ワーク・ライフ・バランスの

今後の取り組み方、（４）ワーク・ライフ・バランスに取り組まない理由、（５）

ワーク・ライフ・バランスを進めるために行政に望む支援 
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